


















































































































ものとなっている。 もしわれわれが「アメリカ帝国憲法」（“the constitution 
















































































































































































































































































































































A において＜10＞満たされるとき C においてそれは＜１＞あるいは＜２＞
に，また B では＜５＞，＜６＞に近い状態であることを意味している。そ
うした「共時的関係」が A によって「強権的」に「強制的」に創りあげら





























ることができる。それは A の「民主主義の発展」が C の「主権国家」「国民
国家」の建設を阻止，妨害することに与っていることを示している。換言す










































民地，従属地となる傾向が高いのは，こうした A と C における「衣食足り
て礼節を知る」関係の実現をめぐる「衣食足りて」と「礼節を知る」営為の
（ 30 ）












　ところで，こうした A と C における「衣食足りて礼節を知る」関係の実
現を踏まえるとき，大変に厄介な問題が A と B との間に持ち上がってくる
のである。B は C と比べてみてもその「衣食足りて礼節を知る」関係の実
現において，十分とはいえないにせよ，はるかに高い可能性を秘めている。
それは，C との関係において，A と同様に，C における「衣食足りて礼節を
知る」関係の実現を阻止，阻害することに与っていることに起因している。
ただ，A が C との関係をいち早く進めてきたのに対して，B は少し遅れて
そうした関係を構築することになってしまったから，A と比べてやはり「ハ











した A と C の関係の中に割って入っていくことを余儀なくされていたから，
やはり A の比ではないように「一見したところ」思われる。しかし，あく





て対応したのに対して，B は A と同じように，国内に対しておけるように，
対外的に C に対して＜同時並行的＞に「権威主義的性格の政治」に訴えた
だけでなく，A に対しても，そうした対応をしなければならなかったという



































C と比べて B が，また B と比べて A の方がそのレベルにおいて優位を占め
る「衣食足りて礼節を知る」関係ができているが，その A の内部において









礼節を知る｣ の ｢関係｣ が実現する時，その A の ｢衣食足りて｣ と ｢礼節
を知る｣ ｢関係｣ は，B や C における ｢衣食足りて｣ と ｢礼節を知る｣ との
「関係」の中で，B，C を「差別」「排除」しながら「衣食足りて」｢礼節を















はそうした ｢関係｣ から実現される ｢礼節を知る｣ やそうした ｢礼節｣ を諸
手をあげて歓迎するのは躊躇してしまう。直截にいえば，それは ｢衣食足り







































「段階」を迎えていることが大切である。それは ｢Ⅰ期｣ の ｢段階｣ から




























る A が，B や C に対して，とくに C に対して，｢差別｣ と ｢排除｣ の「関
係｣ をより確固たるものとすることを意味している。そうした ｢関係｣ と「共
（ 36 ）
時的｣ に創りだされるのが ｢自由主義｣ であり，｢自由民主主義｣ であると
いうことを意味している。そして覇権国は A においてその ｢差別｣ と ｢排
除｣ の関係｣ を他のどの国家よりも最大限に創りだせる能力を持つ国家とし
て登場するのである。それを逆からいえば，｢自由主義｣ や ｢自由民主主義｣








主主義｣ の形成と発展の歩みを，｢経済発展｣ と ｢民主主義の発展｣ の ｢関







由民主主義｣ の形成と発展においてそれぞれの ｢段階｣ があることを通時的
モデルで示した。すなわち ｢Ⅰ期｣ の ｢段階｣ から ｢Ⅱ期｣ そして「Ⅲ期」
の ｢段階｣ である。このモデルの関連からわかるのは，覇権国が「台頭」す
























そこから理解しなければならないのは，たとえ ｢段階｣ が前の ｢段階｣ から

























































主主義の発展｣ の ｢高度化｣ の ｢段階｣ を歩んでいた A の先進諸国が，あ


































の ｢秩序｣ は，この ｢格差｣ と ｢格差バネ｣ の働きを維持，管理している。
この＜バネ＞の働きによって，「差別」「排除」の働きが有効になり，そのこ























は A における「分厚い中間層の解体」を導く動きを，B や C において支え
ていく，換言すれば，B や C において「分厚い中間層の形成」に導く動き
をつくり出す政策とその実現が関係していると見ていいだろう。そこには













































化の歩みを逆転することに成功した勢力を，A のみならず B や C において，
結果的に支持応援した勢力が存在していたことが考えられる。すなわちそう
した存在の形成と発展を許すような ｢経済発展｣ と ｢民主主義の発展｣ の
「関係史」が創り出されていた，と私はみるのである。それは何度も言うよ
うに1970年代までつくられていた［セカイ］の関係における ｢差別｣ と ｢排
（ 43 ）
除｣ の関係が前提となったのである。つまり A だけが自分たちに都合のい
い ｢経済発展｣ と ｢民主主義の発展｣ の関係をつくるために，B や C にお
ける ｢経済発展｣ と ｢民主主義の発展｣ の「関係」を不利な状態におき続け
るように，｢差別｣ ｢排除｣ してきたことにこそ大きな原因があると捉えてい
るのである。
　それはそうだとしても，なぜ A の「民主主義の発展」における ｢高度化｣
の ｢段階｣ にある ｢民主主義｣ の下で，ということなのだが，早い話が選挙
で ｢高度化｣ を支持する勢力が負けたということだ。また先の話の繰り返し
になるので，話を別の方に向けたい。逆に言えば，なぜある時期以降，｢高
度化｣ の ｢段階｣ を逆転させる勢力が支持を得たのだろうか。その原因を考
えるとき，やはり1970年代以降，先進諸国が総じていわゆる ｢先進国病｣ と
いう ｢病患｣ に侵されるようになったことが考えられる。まさにそれは ｢正




的モデルで描く ｢Ⅲ期｣ の ｢段階｣ である［分厚い中間層の形成→民主主義















　私の通時的モデルで描いた ｢Ⅲ期｣ の ｢段階｣ は，「民主主義の発展｣ が
最も ｢高度化｣ した ｢段階｣ であるにもかかわらず，それが ｢先進国病｣ を
同時に招来してしまう ｢段階｣ でもあったことは皮肉といわざるをえない
が，その背景として，A のみが ｢近代化｣ の＜果実＞というかその恩恵を一
人占めしてしまうことにより，｢経済発展｣ においても「民主主義の発展」
においても ｢行き止まり｣ を露呈することが多いに与っているように私には
思われる。換言すれば，B や C に対する ｢開発｣ を，すなわち ｢差別｣，「排















において A が B や C を ｢差別｣ ｢排除｣ するような ｢関係｣ を形成しそれ
を発展（高度化）させてきたことである。そうした「関係」における「差
別」と ｢排除｣ の歩みが，すなわち ｢格差｣ を創りだしてきた私たちの歩み
が，まさに ｢飽和点｣ に達したことが，「新自由主義」政策とその実現に道
を譲ったのだ。上述したように，｢民主主義｣ は常に ｢格差｣ を前提として
形成，発展の歩みを実現してきたのだが，その「格差｣ がある意味で「目一































（６）　｢護憲｣ と ｢脱原発｣ の関係は ｢矛盾｣ すると見ているが，それはまた ｢護憲｣










Original Title: “Inverted Totalitarianism”, The Nation, May 19, 2003.
Author: Sheldon Wolin.
なお中野は訳出の際に，以下のように断わっていることを併せて記しておく。
　――本稿は，杉田敦氏による既訳「逆・全体主義」（『世界』８月号，岩波書店，
所収）を一部参考にして，訳出したものである。――なお副題は，訳者が書き加
えたものであることを付記する。――
（９）　ナチズムと比較して次のように述べている。すなわち，――わたしはさらに議論を
進め，現れつつある政治体制を「逆さまの全体主義」（inverted totalitarianism）
と名づけたい。この「逆さま」ということで，わたしが云わんとするのは，既存
の体制とその運用における無制限の権力と攻撃的な膨張主義に対する激しい欲求
の点ではナチズムと共通している一方で，その手法や行動はナチズムとは逆であ
るように思われることである。たとえば，ナチスが政権に就くまえ，ワイマー
ル・ドイツでは，街頭は全体主義を志向するごろつき集団に占められ，デモクラ
シーがあるとすれば政府内に限られていた。しかしアメリカでは，きわめて活発
なデモクラシーは街頭に存在し，真の危険は暴走し次第に抑えが効かなくなって
きた政府にある。
　「逆さま」のもう一つの例を挙げよう。ナチスの支配下にあっては大企業は明
らかに政治体制に服従していた。しかし，アメリカではこの数十年間，企業権力
が政治的エスタブリッシュメントにおいて，とりわけ共和党においてきわめて優
越した立場にあり，政策にも大きな影響力をもったために，ナチス期とは正反対
の形での立場の逆転が生じたことである。同時に，ナチス支配下において全体主
義化の推進力は「生存圏」（Lebensraumu）といったイデオロギー的観念によっ
て供給されたが，今日のアメリカで全体主義化の推進力を生み出しているのは企
業権力である。この企業権力は，資本主義の原動力や，科学技術と資本主義との
統合によって入手可能となった無限膨張的な力を代表している。
　――ナチスは，継続的に動員された社会，すなわち，不平を言わずに体制を支
持するだけでなく，定期的な国民投票において熱狂的に賛成票を投じてくれる社
会を欲したが，「逆さまの全体主義」は誰も投票しない，政治的に動員解除され
た社会を望んでいる。
　――「逆さまの全体主義」は，すでに一般化した不安をさらに煽る手段を有し
ている。突然の警報や定期的な発表である。発表されるのは，最近発見されたテ
ロリスト集団に関するものや，怪しい人間の逮捕，外国人に対する厳重な取り扱
い，グアンタナモ湾の地獄島，拷問を用いた，もしくはそれに近い尋問法に急に
興味をもつことなどに関するものである。しかし不安を煽る手段は，こうした警
報や発表だけではない。容赦のないリストラを行う企業経済や，年金や医療給付
の廃止や削減によって不安感を拡げることもある。とりわけ貧困層に対して，社
会保障やただでさえ小額の医療給付を自己負担にするぞと情け容赦のない脅しを
（ 47 ）
する企業寄りの政治システムもまた不安を醸成している。そして「逆さまの全体
主義」において，不確実性と従属性を強めるこうした諸施策に加えて，厳罰主義
を採り，死刑を積極的に容認し，常に弱者に厳しい偏向を有する刑事司法システ
ムが用いられることは，過剰殺戮に近いものがある。――
（10）　これについては，注（５）を参照されたい。
（11）　アメリカ政治学の流れに関しては，ハワード・J・ウィーアルダ著　大木啓介
訳『入門　比較政治学―民主化の世界的潮流を解読する―』東信堂　2000年，
ジェ－ムズ・ファ／レイモンド・セデルマン著　本田弘／藤原孝編訳『アメリカ
政治学の展開―学説と歴史』SANWA　1886年を参照。
（12）　小出裕章著『隠される原子力・核の真実―原子力の専門家が原発に反対するわ
け』創史社2011年，12頁。小出はこの「人を人と思わない状況」という表現を，
「水俣病」を告発し続けた原田正純から引用している。この著作で小出は「日本
国憲法」の「人権」規定に依拠した議論を展開しているが，私からみれば，この
「人権」と「原子力」とは「矛盾」する関係にはない。その意味では，「憲法」の
保障する「人権」は，残念ながら，「人を人と思わない状況」の中で創り出され
たものである。
（13）　これについては先に上げた拙著の他に拙著『民主化の先進国が辿り経済衰退』
晃洋書房，1995年，『史的システムとしての民主主義』晃洋書房，1999年も併せ
て参照されたい。
（14）　私はこのような認識と見方をしているのだが，残念ながら，読者の多くの方は
私のような認識なり見方に対して疑義を呈されるのではないかと，私は重々心得
ている。これまでの私の研究はそうした疑義なり疑問に対する応答であったと見
ているが，それは私にとって，果てしなく ｢死闘｣ であると悟っている。
（15）　この問題については以前，拙著において論じたことがある。前掲拙著『｢日本
人｣ と――』163―170頁（「広島」と「靖国」の「平和」式典の「空洞化」はど
うして避けられないのか―「平和」を語る資格を失ってしまった「日本」と「日
本人」）を参照されたい。
（16）　イアン・ブルマの著作に関しては前掲拙著『史的システム――』９-11頁を参
照されたい。
（17）　これについては，注の（２）でも紹介した樋口健二の著作『闇に消される原発
被曝者』御茶の水書房　2003年や ｢ユーチューブ｣ にある樋口のをはじめとする
一連の証言からも知ることができる。
（18）　これについては，前掲拙著『民主化の先進国が――』――を参照されたい。
（19）　これについては興味深い論考がある。清水和己「グローバリゼーショントナ
ショナリズム――世紀末カップルの未来」，中島健二 ｢二一世紀の世界システム
〈国家―企業〉の行方｣，山下範久 ｢史的システム概念の再構築―世界システム分
析の第三局面にむけて｣ いずれも『アソシエ』御茶の水書房，2000年10月号，№
（ 48 ）
４＜特集：二一世紀資本主義＞に所収。
（20）　これについては，前掲拙著『｢日本人｣ と――』の「まえがき」のすぐ後にま
とめて紹介している。
（21）　これについては，私のモデルで描いた「経済発展」と「民主主義の発展」の
「関係性」から捉え直すことが大切であると、私はみている。
（22）　馬　成三著『現代中国の対外経済関係』明石書店　2007年を参照されたい。
（23）　朱建栄著『胡錦涛　日本戦略の本音　ナショナリズムの苦悩』角川学芸出版　
2005年。
（24）　セルジュ・ミッシエル，ミッシェル・ブーレ著　中平信也訳『アフリカを食い
荒らす中国』河出書房新社　2009年にもそうした動きを伺うことができる。なお
「訳者あとがき」においても今後のアフリカが製造業を中心とした経済発展によ
りさらなる発展の可能性について指摘している点にも注意を払いたい。
（25）　ポール・コリアー著　甘粕智子訳『民主主義がアフリカ経済を殺す―最底辺の
10億人の国で起きている真実―』日経 BP 社　2010年は，アフリカにおける厳し
い現実を描いている。しかし私はここで取り上げられている「民主主義」の位置
づけ方それ自体が問題ではないかとみている。
（26）　これについては，前掲拙著『｢日本人｣ と――』を参照されたい。
（27）　「あるべき姿」は，例えば篠原一のいう「正常な道」や R・ダールの「ポリアー
キー」に該当する。また先述したイアン・ブルマに従えば，それは「ノーマル」
に一致している。
（28）　「自己決定権」に関しては，拙著『「日本人」と――』――章を参照されたい。
（29）　私はこうした観点からこれまでの「ナショナリズム」研究を捉え直す必要性を
見ている。
（30）　これについては，前掲拙著『「日本人」と――』の第１部［Ⅰ］を参照された
い。
（31）　これについては，拙著『日本人の物語』（研究叢書　第48冊）神戸市外国語大
学外国学研究所　2011年を参照されたい。
（32）　アーレントに関しては多くの関連文献があるが，仲正正樹著『集中講義　アメ
リカ現代思想』はアメリカの「自由主義」思想との関連から論究していることか
ら，非常に有益な紹介となっている。とくにアーレントが物質的な問題を避けて
いることに関しても指摘がなされている。
（33）　これに関しては，前掲拙著『民主化の先進国が――』を参照されたい。
（34）　上掲拙著の第１部，第２部をとくに参照されたい。また前掲拙著『史的システ
ム――』の第――章「開発主義としての市民革命」も併せて参照されたい。
（35）　これについては，ハワード・ジン著　猿谷　要監修　平野　孝訳『民衆のアメ
リカ史＜新装版＞1865-1941（中）』TBS ブリタニカ1993年の「第一五章　苦難の
ときの自助」を参照。
（ 49 ）
（36）　これについては拙著や拙論においてこれまで指摘してきたが，なお実証的な研
究は試みてはいない。今後の課題である。
（37）　これについては，前掲拙著『民主化の先進国が――』の第三章を参照されたい。
